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四街道市営住宅使用料（家賃）の 

算定誤りについて 
 

本市営住宅の家賃の算定方法に誤りがあり、平成１７年度から現在まで過小ま

たは過大の家賃を徴収していることが判明いたしました。 

平成３１年３月、新家賃（令和元年度）の算定にあたり、年々減少する市営住

宅の家賃算定に疑問をもち、公営住宅法令およびそれに基づく通知による家賃算

定に関わる全ての数値を確認し、見直しを行った結果、判明したものです。 

詳細および今後の対応については次のとおりです。 

 

１．原因 

（１）過小徴収の原因 

家賃算定係数のひとつである「経過年数係数」について、平成１６年度

公営住宅法の改正に伴う家賃算定方法の認識を誤り、また、建築後に改善

事業を行った場合の「改善事業費」を反映していなかったことから、適正

な数値が入力されておらず、正規家賃よりも低く家賃を算定していました。 

 

（２）過大徴収の原因 

家賃決定の根拠となる近傍同種家賃の算定のひとつである公営住宅の

「損害保険料」が適正な数値よりも高く入力されていたことから、正規家

賃よりも高く家賃を算定していました。 

 

２．対象住宅 

改良住宅を除く市営住宅全１０棟 

（春日住宅２棟・緑ヶ丘住宅３棟・若葉住宅２棟・萱橋台住宅３棟、 

総戸数は１８１戸） 

 

３．算定誤りの状況（入居者及び退去者） 

（１）過小徴収（平成１７年４月分～令和元年９月分） 

  世帯数 ２４７世帯 

  金額  ５２，４６４，７９６円 
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（２）過大徴収（平成１７年４月分～令和元年９月分） 

世帯数 ３５世帯 

   金額  １，６７２，９５４円 

 

４．今後の対応 

入居者の皆様には、説明会や個別訪問を実施し、算定方法の誤りについての

お詫びをするとともに、今回の経過と内容について丁寧な説明を行ってまいり

ました。 

そして、今後は、すみやかに正規家賃へ移行するとともに、過大徴収につい

ては１０年間遡って還付を行い、過小徴収については５年間遡って納入をお願

いしてまいります。 

 そのため、令和元年第３回（９月）市議会定例会において、消滅時効期間の

経過により債権が消滅する過小徴収額の債権放棄の議案と補正予算案を提出し、

審議をいただく予定です。 

（１）過小徴収 

・５年分（平成２６年１０月分～令和元年９月分）＜請求＞ 

    ２６，９４６，５２６円 （１７２世帯対象） 

・９年６か月分（平成１７年４月分～平成２６年９月分）＜債権放棄＞ 

    ２５，５１８，２７０円 （２２５世帯対象） 

（２）過大徴収 

・１０年分（平成２１年１０月分～令和元年９月分）＜還付＞ 

    △１，３０２，３６４円 （２４世帯対象） 

・４年６か月分（平成１７年４月分～平成２１年９月分）＜還付しない＞ 

    △３７０，５９０円 （１８世帯対象） 

 

５．再発防止策 

今後は二度と家賃算定に誤りのないよう、算定方法の理解を深めるために関

係職員の研修を実施し、プログラムに頼らない計算によるシステムの確認を行

い、チェックリストを作成します。また、法令に基づく数値および入居者から

の収入申告などの確認を実施するにあたり、複数の職員でのチェックを徹底す

るなど、管理体制の強化を図ります。 

更に、管理体制を確実なものとするため、入居者管理、家賃管理、収納管理

および住宅管理を行うにあたり、個人情報を含め安全確実に管理できる公営住

宅管理システムの導入を検討しております。 

 

 

 問い合わせ 

都市部 建築課 

☎ ０４３－４２１－６１４７ 
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